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ー
イギリス労働党は 1989年の党大会に際しボリシー・レビューの最終報告 (Labour
Party, Meet the Challenge, Make the Change-A New Agenda for Britain, 
Final Report of Labour's Policy Review)を発表した。この報告は同党が1987年以来
進めてきた政策の全面的な再検討｛侑業の結果として提示されたものであり，サッチャ一時
代の経験を踏まえて同党の過去の政策に対する深刻な見直しを行い，それをつうじて1990
年代の展望を示そうとしたものであった。このポリシー・レビューの策定過程では分野別
に多くの研究者の協力が求められたが， 本書の著者たちは産業戦略グループ (theInd-
ustrial Strategy Group)を構成し，産業政策に関する基本デザインを示すことを試み
た。とはいえ，ポリシー・レビュー・グループは彼らの提言を全面的に受け入れたわけで
はなく，むしろ，いくつかの重要な提案をしりぞけたようである。また，産業戦略グルー
プの側でも発表されたボリシー・レビューに対して独自の評価をなしている。その中で，
本書はボリシー・レビューにおける経済政策と産業政策にかかわる政策提言について，そ
の理論的根拠とともに問題点をも明らかにしようとしたものである。
ところで，今回のポリシー・レビューのなかでもとくに経済・産業政策にかかわる報告
は，単一欧州市場の創設を前にして，より競争的な世界に立ち向かうなかで，労働党とし
ても過去のあり方をそのまま踏襲するわけにはいかないという認識がその出発点となって
いた。従来の労働党の政策には必ずしも同意していない本書の箪者たちがこの政策立案の
プロセスにおいて協力を求められたいきさつには，そういった背景があったと思われる。
本書の筆者たちのなかにはその編者の一人であり，産業戦略グループのまとめ役となった
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K. カウリングをはじめとして， M.ソー ヤー ， P.A.ゲロスキー ， M.ウォーターソンと
いったイギリスにおける産業組織論の代表的研究者が多く含まれていること，また，その
なかでも，カウリングやソーヤーの研究にみられるように産業組織論的分析をマクロ経済
の分析に接合するなかで，ボストケインジアンとしての新しい理論展開をアカデミズムの
なかで志向してきた理論家たちが主導的な役割を果たしていること，そういったことが本
書における政策提言を特徴づけているようである。
Il 
本書は，総論として戦略的アプローチの必要性を提起した第1章と，それに続いてイギ
リス産業の抱える諸問題に対応した個別の政策提言を行った9つの章からなっている。第
1章「経済政策および産業政策に対する戦略的アプローチ」では，筆者 K.カウリングは
まず市場と計画の関係について，中央計画の担い手としての国家や生産的資産の所有者と
しての国家が後退せざるをえない状況を認めることを前提とし，市場に対する代替物とし
てではなく，補完的存在としての国家の役割に焦点を当てようとする。ただし，その場合，
ここでの産業戦略を特徴づけているのは，それが独占的市場支配力，外部性，公共財の供
給，所得と富の分配といった伝統的な意味での市場の失敗にとどまらず，市場のもつ体系
的な欠陥に対応する必要性にその根拠をもつということである。彼は供給サイドからの一
貫した産業戦略を提起する根拠として現代経済のもつ3つの問題，超国籍主義 (transna-
tionalism), 短期主義 (short-termism),求心主義 (centripetalism)を指摘する。
まず超国籍主義については，超国籍企業とコミュニティー（地域レベルもしくは国民レ
ベル）の力の非対称性が指摘される。超国籍企業は，地城的な条件の相違にもとづいて投
資と生産を柔軟に切り替える可能性をもっており，そのもとでは， コミュニテイーが真の
自立性を保持するためには，超国籍企業の戦略決定に干渉せざるをえない。第2に短期主
義という点では，超国籍企業の場合，生産立地としては特定の国に対する長期的なコミッ
トメントが制限されるということとともに，イギリスの金融機関が投資に関してとくに短
期的な視野に立っていることが強調される。また，企業買収が活発である場合，企業は短
期的視野の犠牲になりがちである。第3の求心主義に関しては，今日の主要企業の生産は
国際化しており，経済的資源の基幹都市への吸い上げにより，周辺部では自分自身の経済
的，政治的，文化的発展を維持する能力が減退するということが問題とされる。
こういった問題意識に立って産業戦略を提起する上で，筆者は，市場経済における国家
の役割として，規制的 (regulatory)なものと開発的 (developmental)なものとの2つ
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を確認し，前者では，国家は，市場の不完全性を除去するために，市場の付属物として活
動するのに対し，後者では，国家は産業上のランドスケープを形成するために活動すると
いう。そして，とくに後者の側面の産業政策の成功例として日本の経験が重視される。そ
の場合，それは単に開発的役割の有無というのではなく， 日本では国家は生産的資産の多
くを直接に所有することなしに，開発的役割を果たしているのに対し，他の市場経済のケ
ース（多くの西ヨーロッパ諸国等）では，国家はそれが直接に所有ないしコントロールす
る経済部門のなかで開発的役割を果たすが，他の部門ではそのような役割を体系的に果す
わけではないということが強調される。
筆者は以上の観点から産業戦略の担い手としての貿易産業省 (DTI)の再編成とその
もとでの戦略計画局の設置を提起し，かつ，長期投資を促進する機関として新設の投資銀
行と国家持株会社の必要性を訴える。また，中央調整機関としての戦略計画局は部門別諸
局および地方企業庁と連携して，計画立案に当たるとされる。さらに， DTIの機関とし
ては新技術と教育・訓練にかかわる 2つの局の新設が提案されている。ところで，産業戦
略の遂行を意図したこういった諸機関の再編と創出は， これまでのイギリスの地域政策
ゃ， 1970年代の労働党政権が行った国家企業庁 (NEB)による衰退産業の救済策とどの
ような関係にあるのか。この点については本書の各論部分をなす他の諸章の課題でもある
が，ここではとりあえず，これらの機関が従来の官僚型の組織ではなく，触煤機能をもっ
企業家型の組織であることが望まれており，また，産業戦略の方向としては新企業の創出
と新規参入の促進に目が向けられていることが注目される。なお，第1章の結論部分で
は，本稿の問題提起がヨーロッパ的なパースペクテイプをもったものであることを強調し
ているが，そのことと関連して，この論稿は， 1989年9月にブダベストで開かれたヨーロ
ッパ産業学会 (EARIE)で筆者が行った会長報告「新産業戦略ー一世紀の転換期を前に
して」がもとになっていることも付言しておいた方がよいであろう。
I 
第2章「科学技術に対する投資の推進」を担当した P.A.ゲロスキーは，技術革新の創
出と普及を推進しようとする中期的な性格をもったボリシー・レビューの産業戦略につい
てコメントを与えている。ここでは彼は，ボリシー・レビューの技術政策を(1)補助金制度
と税制上のインセンテイプの利用を含む既存の制度の合理化， (2)R&Dの会計上の取り扱
いや企業買収市場の改善を含む私企業部門の姿勢の変化を誘引しようとする政策， (3)融資
のための新しい機関としてのイギリス技術企業 (BTE)の設立， (4)環境部門と広域光フ
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ァイバー・ネットワークの2つの分野での大規模なインフラストラクチャー投資の4点に
要約し，このうち(2)を除く 3点について検討を行っている。そのなかで，まず，補助金制
度と税制上のインセンティブについてはゲロスキーは否定的であり，むしろ， BTEによ
る長期融資のシステムの方がユーザー・ベースの評価が成り立つ点でより有効であると考
えている。また，この点とかかわって，筆者がかってのNEBの実績を肯定的に評価しよ
うとする姿勢をとっていることが注目される。 NEBはプリティッシュ・レイランド等の
破産企業の救済で中心的な役割を果たしたことが世上の関心を集めたが，筆者はここで
は，そういった負担にもかかわらず， NEBがハイテク部門におけるベンチャーヘの投資
において収益面でも成功を収めたことを強調する。
以上2点の供給サイドの政策に対し，需要サイドの政策としては，筆者は政府調達の問
題を取り上げる。彼は，技術が公共財的性格をもち，フリー・ライダーの問題を内包する
がゆえに，市場では過少供給となりがちであることを指摘し，市場では顕在化しないニー
ズを政府調達によって表面化させうるという。もっとも，彼は政府調達一般を肯定するの
ではなく，それが外国からの技術導入を排除したり，二次的な民需への波及が期待できな
かったりする場合には必ずしも有効ではないと述べ，有効な政府調達のための条件を検討
している。また， (4)の広域ネットワークについては，筆者は，それが外部性の問題を含ん
でおり，企業が自から生み出したベネフィットのすべてを確保できるわけではないという
理由で，公的プロジェクトとしての展開を支持している。
公企業問題を取り上げた第3章「公的企業家としての国家」 (R.ミンズ， M. ロジャー
ズ）では，従来の公有企業とは別の公企業概念の必要性を訴える。ここではとくに地方ベ
ンチャーによる産業投資の推進役としての地方企業庁および地方自治体の役割が重視さ
れ，そのなかでグレーター・ロンドン企業 (GLE), バルセルナおよびスエーデンにお
ける経験を検討し，産業投資への公的関与における企業家的視点の重要性を指摘する。筆
者は企業家的公民ハイブリッド(theenterpreneural public/private hybrid)という表
現をも用いているが， これは社会的目標にあったイニシアチブの発揮を意図するととも
に，収益性を効率性の尺度とするものでもあり，その実現のための関与は，資金面のみな
らず，技術指導，職業訓練，経営診断等，多面にわたるものとなる。
第4章の「合併と独占に対する政策」 (K.カウリング， M.ソーヤー）は，合併運動を
つうじて生じた経済力の集中が産業のダイナミズムを損なう傾向があること，そして，厳
しい独占規制策と産業戦略が基本的に相互補完の関係にあることを論じる。筆者たちはこ
こでは，合併が収益性や技術革新，外国企業との競争力に及ぼす効果を検討するととも
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に，旺盛な企業買収活動のなかで産業界が金融機関の短期的な視野に拘束されている実情
をも問題としている。彼らは合併が産業戦略の推進に寄与するケースがあるとしても，そ
れをナショナル・チャンビオンの形成にまで拡大すべきでないし，また， どのような状態
のもとでも，合併企業の支配力に対する懸念とそれがもたらす効率性についての憐疑とが
必要であるという。そして，その点では，かっての労働党政権時代の産業再編成公社 (I
RC)の経験が反省材料とされる。
筆者たちはこのような視点に立って， 2つの面からポリシー・レビューの不十分さを指
摘する。つまり， 1つは，それが買収企業自身による「公益」の立証責任という立場をと
るのに対し，彼らは，これを評価するのに必要なだけの情報にアクセスできない等の問題
をあげ，むしろ裁量の余地のないルールを設定すべきであり，また， もし立証責任に依存
する場合でも，ペナルティ一条項をともなう契約という形でテスト期間を設けることを求
めている。筆者たちが設定したガイドラインによれば，合併後でトップ100社に入るケー
スは全面禁止とし， トップ400社の場合は評価基準を産業戦略との関連性におく立証責任
規制とすることが提案されている。また，第2に，筆者たちはボリシー・レビューが高位
集中の産業構造そのものの規制の問題を軽視しているという。彼らは現存の高位集中状態
が過去の対合併政策の結果として生じたものであると論じ，これに対し企業分割あるいは
企業活動に対するモニター制度といった対応策が必要であると考える。
ところで， ECレベルでの競争政策との関連でみると，以上の筆者たちの提案は，現在
検討されているECの対合併政策より厳しいものとなっている。彼らによれば，単一EC
市場から予想される利益の多くがEC内での競争過程の強化とそのなかでの規模の経済性
の利用から生じるとする見方にはジレンマがある。つまり， ECの競争政策が集中・独占
化の主要要因としての合併規制の必要性を前提としているにもかかわらず，競争過程のな
かで働く「市場諸力」を積極的に評価すれば，金融市場をつうじて行われる合併を容認せ
ざるをえず， しかも，この容認は規模の経済性の実現という点でさらに補強されることに
なる。これに対し，規模の経済性の利用による利益は合併からはまず生じないという認識
が明確な競争政策の確立の前提になるというのが筆者たちの見解である。
第5章「効率，経済民主主義および会社法」 (K.G. ナイト， R.サグデン）はまず，企
業内での労働者のプロフィット・シェアリングとパワー・シェアリングを経済民主主義の
内容として捉えたうえで，これが生産性，技術進歩，雇用といった経済成果に及ぼすイン
パクトについて米英における実証研究のサーベイを行う。その結果は，プロフィット・シ
ェアリング計画が企業の意思決定への労働者の参加を誘引する他の側面の組織デザインの
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変更をともなう場合にはじめて効率面の成果につながるということであるが， 筆者たち
は，これをもってパワー・シェアリングの法制上の保証が必要であることの根拠とする。
筆者たちによると，労働者参加に関してはとりあえず従業員重役の問題を避けるとする
と， 2つの可能性がある。その 1つは「投資家メンバー」とならぶものとしての「生産者
メンバー」という考え方を溝入し，この2グループに鏃決権を分配するという可能性であ
り，また，もう 1つの可能性は，現行ではプロフィット・シェアリングの一環としての性
格をもつ従業員持株制度 (ESOPs)を大幅に拡充し，生産者向け株式の大幅な発行によ
り生産者による企業政策への参加に一層のインセンティブを与えようとするものである。
しかし，このうち後者の形態では生産者が投資家としてパワーを共有するのであって，生
産者としてのパワーの共有から生じるパワー・シェアリングの利益につながるか否かとい
う点では疑問があるとされる。彼らはまた，こういったパワー・シェアリングの問題との
関連で，役員の義務に関する規定の変更，情報へのアクセス，コミュニティーに対する会
社の責任の問題についても新会社法の課題としている。
第6章「マクロ経済政策とインフレーション」 (H.ニューバーガー， M.ソーヤー）は，
本書の主題である供給サイドに重点をおいた産業戦略に対し，これを補完するものとして
のマクロ経済政策の役割を論じる。この場合のマクロ経済政策は，外国為替危機等の短期
的な圧力に対する対応とともに，適切な需要水準を維持し，かつ，需要の構成を投資と輸
出（ないし輸入代替）の方向に移行させるという 2つの役割を担うものとされる。このう
ち短期的な圧力に対する政策手段としては，イギリスの現政府が利子率以外の広範な経済
政策の活用を避けていることが批判される。また，財政政策のなかでも公共政策には社会
的目標の遂行という側面があり，これを考慮すると，短期の政策手段として評価するには
慎重であらざるをえないとされる。この章では以上の他，マネタリストのインフレ論に対
する批判，および，地城的な需要バランスの問題も取り上げられている。
第7章「超国籍企業のモニタリングのための提言」 (G.ハー ト， R.サグデン）は，こ
れまでの労働党の政策が超国籍企業に対する規制により投資の逃避が起こるのではないか
という恐怖にもとづいていたことを指摘し，各国の対超国籍企業政策を検討しつつ，モニ
タリング制度の導入に関する提言を行っている。なお，このモニタリングに関する論述で
は，実績原価ないしは現在原価にもとづく従来の監査手法とならんで，超国籍企業の行動が
及ぼす経済的社会的影響を非財務的な側面も含めて評価しようとする社会性監査 (social
audit)の必要性を論じていることが注目される。また， 筆者たちは， 超国籍企業に対す
るモニタリングにおけるヨーロッパ・レベルでの協力についても論及している。
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第8章「地域復興と産業再生一一新しい政策展望の構築？ー」 (P.トッターディル）
では，一定地域における経済的困難の原因が立地そのものより，むしろ産業そのものにあ
り，地域経済がその士台となる産業の将来とともに盛衰するという視点に立って，伝統的
な地域政策の見直しを提言する。このような視点に立つと，地域政策の策定に当たって
も，産業再編成の必要性がどこにあるのかということを確定することから始めざるをえな
い。筆者は，この点で，市場の性格の変化にともなう大量生産から顧客志向の生産への移
行のなかで，イギリスの現政府が重点をおいている個別企業への補助金政策の有効性に疑
問を提示し，むしろ長期貸し付けもしくは株式取得による投資と並行して，製品開発とデ
ザイン革新，工程技術， CAD・CAM等の高度技術へのアクセス，品質管理，マーケテ
ィング等を助ける包括的なサービスの必要性を訴える。また，このなかで筆者は市場環境
の変化に対応して小規模企業にとってその事業機会が拡大しており，地域政策においても
小企業対策が重要であること，上記のサービス提供の担い手としての地方自治体が産業政
策に対して革新的な役割を果たしうることを指摘している。
第 9 章「公益事業—所有，規制およびエネルギー使用—」 (M. ウォーターソン）は
民営化が進む通信，ガス，電力，水道と下水，鉄道，郵便といった公益事業分野における
所有形態と規制の問題を取り上げる6 公益事業については，ボリシー・レビューはその再
国有化には慎重な姿勢をとるとともに，その規制に関しては現政府の設けたオフテル等の
部門別規制官庁に代えてアメリカ型の部門別規制委員会方式を提唱した。 これに対し，
筆者は，民営化の過程と同様，再公有化についてもコストがかかりすぎることを指摘した
うえで，経済的効率と実質的な競争の存在という側面を重視しながら各分野の検討を行っ
ているが，その結論は，部門により強弱の差はあるものの，一旦民営化した公益事業につ
いては総じて再公有化が当面の課題にならないというものである。また，規制形態につい
ては，筆者はケース・バイ・ケースという立場をとっており，規制に必要な情報（とくに
コスト情報）の入手が困難で， しかも実質的な競争が存在しない分野では規制委員会方式
に共感を示している。なお，本章ではエネルギー分野で市場志向的な民間企業の活動の結
果，環境破壊とエネルギー保護の両面で生じた影響についても触れられている。
第 10章「2000 年の通信—イギリスの広域ケープル・ネットワークー」 (N. スタンリ
ー）は，情報経済のインフラストラクチャーとしてボリシー・レビューが産業戦略の基軸
とした光ファイバー・ネットワークに対する投資について論じる。ここではまず，双方向
性と高帯域幅 (bandwidth)との結合に光ファイバー・ネットワークの技術的特性を見出
した後，その経済効果として，ォンライン情報サービスにおける輸出潜在力，情報生産に
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おける労働者の地理的分散の可能性，情報サービス以外の財貨生産における革新などが指
摘される。その上で，筆者は，光ファイバー・ケープル技術の国際市場においてイギリス
がもつ潜在力を評価しつつ，現政府の政策が続くと，この分野での技術とサービスのEC
規模の市場が発展するにつれてイギリスのリーダーシップが失われる危険性があるとす
る。現政府が依存しているシナリオは緩やかな規制のもとでの競争にあるが，その場合，
BTがそのネットワークを利用して参入した新市場で支配力を得る可能性があり，政府と
オフテルはBTの新市場への参入に警戒的であらざるをえない。他方，電話サービスヘの
他部門からの参入は自由であり，こういった「非対称性」がBTをして新ネットワークの
構築に慎重ならしめている。こういった事情のもとで，筆者は「情報ハイウエイ」への公
共投資の必要性を主張するボリシー・レビューの全国系統網 (theNational Grid)のシ
ナリオを支持するが，それとともに，それが旧式の国有化を意味するのではなく，すでに
BTに対し国が保有している支配可能株数にもとづく権限を行使することを求めている。
? ?
本書は以上のように，ボリシー・レビューの作成を1つの契機として，イギリスの産業
研究者が協力してまとめた産業政策論の書であり，イギリスあるいはヨーロッパにおける
産業政策論の現況を見る上で格好の文献といってよいであろう。とはいえ，本書における
産業戦略の提起にはいくつかの問題が含まれていることも否めない。例えば，本書の筆者
たちは日本を初めとする後発工業国の産業政策の経験を強く意識しているが，こういった
ケースと彼らが提起した産業戦略との異同は必ずしも明示されているとはいえない。産業
戦略のターゲットとなる産業の摘出基準に関していえば，日本の場合，かって動態的比較
優位を判断基準とした時期があったが，これは後発工業国としてキャッチアップを課題と
していた限りで可能であったともいえよう。また，本書は国際競争力の強化に1つの重点
をおいた議論となっているが，それが政策提起のもう 1つの根拠となる「社会的目標」と
いう視点とどのようにかかわるのか， この点についても疑問がないわけではない。さら
に，本書で繰り返されるイギリスの資本市場にみられる「短期的な視野」が制度的な枠組
みの変化によってどこまで克服可能なのか，ということもあげてよいであろう。
ともあれ， EC単一市場の形成と東ヨーロッパにおける市場経済の再生への動きのなか
でヨーロッパ諸国において中小企業対策を含めた産業政策問題への関心が強まっており，
産業政策に関する論議が目だってきている現状下で，本書はその1つの方向を示もすのと
して注目されてよいであろう。
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